
2 0 ２ ２ 年 ４ 月 １ ９ 日
一般社団法人全国地方銀行協会
Regional Banks Association of Japan

「規制改革推進会議 スタートアップ・イノベーション
ワーキング・グループ」

説明資料

0

１．地方銀行の役割と使命................................................ 1頁

２．担保法制の見直しへ向けた取り組み状況............................ 2頁

３．事業成長担保権への基本的な考え方と課題........................ 3頁

資料４



1

1

地方銀行の役割と使命

地方銀行

地 域 経 済 の 持 続 的 成 長
地 方 創 生

指定金融機関とし
てのサービス提
供、施策への協力

個 人 事 業 法 人

地 方 自 治 体

● 住宅購入、子育て
● 転職、キャリアアップ
● 老後の資産形成・管理
● 資産の有効活用
● 相続
● 親の高齢化・要介護化
● セカンドライフの充実
● 生活サポート・介護 等

● 資金繰り
● 人材確保・育成
● 事業承継・Ｍ＆Ａ
● 事業再生・経営改善
● 販路開拓
● 海外進出、インバウンド取込み
● デジタル化、生産性向上
● 創業・新事業への進出
● 働き方改革、ＳＤＧｓ
● ＢＣＰ策定 等

事業性評価フィデューシャリー
・デューティー

ニーズ

総合的サービス

ニーズ

総合的サービス

地 域 マ ー ケ ッ ト

地域密着型金融

● 地方創生
● 人口減少、高齢化
● 空き家対策
● まちづくり
● 指定金業務（税・公金の収納、振込等）
● 行政の効率化 等

 地方銀行には、人口減少や少子高齢化により社会構造そのものが大きく変化するなか、多様化す
る地域の企業・個人のお客様に対し、金融・非金融を組み合わせた総合的なサービスをワンストッ
プで提供することが期待されています。
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担保法制の見直しへ向けた地銀界の取り組み状況

 地銀界では、法務省・金融庁における議論へ参画するほか、各種会合・説明会等を通じ、担保
法制の見直しに関する検討等を進めています。

法務省・金融庁における議論への参画
 地銀界は、法務省「法制審議会 担保法制
部会」（2021年４月～）および金融庁
「事業者を支える融資・再生実務のあり方に
関する研究会」（2020年11月～）に委員
を派遣し、事業成長担保権をはじめとする担
保法制の見直しへ向けた議論に参画してい
る。

 議論にあたっては、適宜会員銀行の法人取
引実務担当者の意見を収集しており、活用
する際の実務面の影響等も踏まえ、意見を
伝えている。

各種会合等を通じた検討等
 法務省や金融庁における議論の状況につい
ては、頭取等の役員級会合において、随時
説明（2020年11月、2021年１月、５
月、11月）。

 関係部署の次課長級が集まる会合（部
会）においては、法務省より随時検討状況
の説明を受ける等、担保法制の見直しへ向
けて検討を進めている。また、有識者より米
国における包括担保制度・実務についてヒア
リングするなど、事業成長担保権の活用が
想定される具体的イメージについて意見交
換している。
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事業成長担保権への基本的な考え方と課題

 事業成長担保権については、ベンチャー企業に対する融資のほか、プロジェクトファイナンス、事業承
継、不動産等の個別資産を持たない事業者へのファイナンスなど、事業者支援における「新たな選
択肢」となる可能性があります。

 事業成長担保権は、現在の担保制度と大きく異なる新たな制度であり、既存の融資実務への影
響も考えられることから、安心で使い勝手のよい制度となるためには、今後、事業者・金融機関の双
方の立場から、法制面にとどまらず事業環境等の整備も含め、以下のような課題について議論を深
めていくことが必要と考えられます。

簡素かつ権利関係が
明確な登記・登録制度
の確立

 既存の不動産担保等に基づく融資実務に影響をおよぼさないことが必要。
 事業成長担保権と他の担保権との権利関係が複雑・不明瞭になると、利用促進
の妨げとなりかねない。権利関係が一元的に把握できるような登記・登録制度が必
要と考えられる。

 デジタル技術を活用した簡易・迅速・廉価な制度となることを期待。

事業価値の評価方法
の確立

 事業成長担保権は、将来キャッシュフローの見積もり等次第で評価額が大きく変動
することから、その利用促進にあたっては、事業価値の評価を客観的かつ安定的に
行うための仕組み等が必要。

 事業成長担保権は、換価価値に着目した従来の担保とは異なり、事業の継続や
発展につなげていくためのツールであるとの発想も必要。



4

事業譲渡等の市場の
育成

 事業成長担保権の実行は、事業譲渡等によることが念頭。
 健全なM&A市場の育成等を通じ、事業価値を評価しやすくしていくことが求められる。

経営者保証の取扱い
 特に中小企業においては、貸し手への適時適切な情報提供が不十分な場合もある
ため、事業成長担保権を活用する際にも、例えば停止条件付の経営者保証等は
認めるなど、経営者保証を一律に排除すべきではない。

事業者側の理解醸成

 事業成長担保権の制度設計にあたっては、事業者側のニーズ・意見も十分反映す
る必要がある。

 事業者側の適切な理解が伴わなければ、事業成長担保権の活用が停滞することも
懸念される。事業成長担保権の活用意義や想定される事例の具体的なイメージ等
について周知・共有を図るなど、事業者側の理解醸成を図る必要がある。

3.2 事業成長担保権への基本的な考え方と課題
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3.3 （参考）事業成長担保権の活用イメージ

 事業成長担保権の活用イメージとしては、例えば以下のような事例が考えられます。

ベンチャー企業に対する融資

 事業が軌道に乗り、大型の生産設備投資を必要
とするタイミングのベンチャー企業向けの貸出での活
用。

 例えば、創薬ベンチャーの生産設備投資、通信事
業に新規参入する場合のインフラ投資・マーケティン
グ費用等。

プロジェクトファイナンス

 再生可能エネルギー向けのプロジェクトファイナンス
やPFI向けの貸出での活用。

 SPC向けの貸出であり、キャッシュフローが見えやす
いため、事業成長担保権の活用がイメージしやす
い。

事業承継のファイナンス

 オーナー企業の事業承継をファンドが支援する、
LBOファイナンスでの活用。

 既存の借入、担保を組み替えるような総リファイナ
ンスを伴うケースが多いため。

個別資産を持たない事業者へのファイナンス

 成長期において、事業を大きく拡大する事業者向
けの貸出での活用。

 例えば、賃貸店舗で多店舗展開するチェーンなど、
拡大期に多額の出店資金、在庫資金を必要とす
るようなケース。
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全国地方銀行協会の概要

地方銀行

305兆円

24.9%

都市銀行

35.4%

第二地銀

5.5%

その他の

国内銀行

7.4%

信用金庫

12.8%

農林漁業

系統機関

10.2%

その他

4.2%

地方銀行

230兆円

31.4%

都市銀行

28.8%

第二地銀

7.1%

その他の

国内銀行

8.4%

信用金庫

11.7%

農林漁業

系統機関

7.0%

その他

5.9%

貸出金シェア（2021年３月末）

1.6%

1.1%

1.8%

33.6%

11.2%

1.2%

39.5%

1.4%

1.8%

70.7%

62.4%

55.9%

28.8%

36.8%

61.2%

24.5%

61.5%

18.9%

9.4%

22.7%

14.0%

3.6%

12.4%

9.6%

5.4%

13.4%

35.2%

14.5%

10.1%

24.2%

28.7%

35.6%

24.3%

26.0%

20.0%

39.3%

3.8%

3.7%

4.1%

5.3%

4.0%

3.7%

4.6%

3.7%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

九州

四国

中国

近畿

中部

北陸

関東

東北

北海道
都市銀行
19.8%

地方銀行
40.1%

第二地方
銀行

10.0%

信金・信
組

25.8%

その他
4.3%

メインバンクシェア（2021年10月末）
（ 全国 ） （ 地域別 ）

預金シェア（2021年３月末）
都道府県 地方銀行
北海道 北海道銀行

青森県 青森銀行
みちのく銀行

岩手県 岩手銀行
東北銀行

宮城県 七十七銀行

秋田県 秋田銀行
北都銀行

山形県 荘内銀行
山形銀行

福島県 東邦銀行

茨城県 常陽銀行
筑波銀行

栃木県 足利銀行
群馬県 群馬銀行
埼玉県 武蔵野銀行

千葉県 千葉銀行
千葉興業銀行

東京都 きらぼし銀行
神奈川県 横浜銀行
新潟県 第四北越銀行
山梨県 山梨中央銀行
長野県 八十二銀行

富山県 北陸銀行
富山銀行

石川県 北國銀行
福井県 福井銀行

岐阜県 大垣共立銀行
十六銀行

静岡県
静岡銀行
スルガ銀行
清水銀行

愛知県 ―

三重県 百五銀行
三十三銀行

会員銀行（62行）
都道府県 地方銀行

滋賀県 滋賀銀行

京都府 京都銀行

大阪府 関西みらい銀行
池田泉州銀行

奈良県 南都銀行

和歌山県 紀陽銀行

兵庫県 但馬銀行

鳥取県 鳥取銀行

島根県 山陰合同銀行

岡山県 中国銀行

広島県 広島銀行

山口県 山口銀行

徳島県 阿波銀行

香川県 百十四銀行

愛媛県 伊予銀行

高知県 四国銀行

福岡県

福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行

佐賀県 佐賀銀行

長崎県 十八親和銀行
熊本県 肥後銀行
大分県 大分銀行
宮崎県 宮崎銀行
鹿児島県 鹿児島銀行

沖縄県 琉球銀行
沖縄銀行

※帝国データバンク「全国企業『メインバンク』動向調査」より作成

※日本銀行「金融統計調査表」、当協会調べ
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会員銀行の中小企業向け資金繰り支援の状況

4
11 

17 
21 

25 27 28 30 32 34 
38 40 41 

0

10

20

30

40

50

20/5 20/6 20/7 20/8 20/9 20/1020/1120/12 21/1 21/2 21/3 21/4 21/5

（万件）

＜実質無利子・無担保融資の状況（2020年５月～2021年５月）＞
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0.8
2.0

3.2
4.0

4.7 5.0 5.2 5.6 5.7 6.2
7.2 7.6 7.8

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

20/5 20/6 20/7 20/8 20/9 20/10 20/11 20/12 21/1 21/2 21/3 21/4 21/5

（兆円） 融資実行金額（累計）

※当協会調べ

66 66 66 66 67 67 68 68 69 70 72 73 75 76 79 81 84 86 88 90 91 
96 98 100 

60
65
70
75
80
85
90
95

100
105

10/3 10/9 11/3 11/9 12/3 12/9 13/3 13/9 14/3 14/9 15/3 15/9 16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9

（兆円） ＜会員銀行の中小企業向け融資残高の推移＞

※当協会調べ

 地方銀行は、中小企業に対して手厚い資金繰り支援を行っており、2021年９月末時点の融資残高は
約100兆円に達しました。

 また、実質無利子・無担保融資については約41万件、約８兆円を実行するなど、コロナ禍においても積極的
な支援を行っています。
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